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第 1 節．研究背景 
 わが国では，1998 年に福岡市で開催された「第 6 回介護療養型医療施設全国研究会」に
おいて発表された「抑制廃止福岡宣言」を皮切りに，介護現場における身体拘束廃止の取り
組みが行われるようになった． 













































書」（回答数：8,928 施設）では，23.2％の施設では，身体拘束を伴う介護が 1 人以上の利
用者に対して実施されているという実態が明らかになっている． 


















































変化した点としては，第 1 に介護職員の変化である．介護労働安定センタ （ー2016）の「平




第 2 に介護職員の人材不足の問題である．介護労働安定センター（2016）の「平成 27 年

































































第 3 節．研究枠組み 
 「緊急やむを得ない」として行われている身体拘束の廃止の取り組みに向けた視座を検討
するにあたり，以下の 5 点の枠組みを設定し検討することにする． 
第 1 として，「緊急やむを得ない」として身体拘束が実施されている背景の検討である．
「緊急やむを得ない」として身体拘束を実施する場合，「切迫性」・「非代替性」・「一時性」，











































































第 5 節．研究意義 














































































 第 6 章では，先の第 5 章で取り上げた X 県の身体拘束廃止に関する研修会に参加した 12




























ることのできない居室等に隔離する」の 11 の行為を指す． 
10 
 
第 1 章 「緊急やむを得ない」を理由とする身体拘束の背景に関する検討 
 




















介護労働安定センター（2016）の「平成 27 年度介護労働実態調査」では，1 年間の介護




























 第 2 の要因として考えられるのは，身体拘束に対する知識を持っている職員が不足して
いるという問題である． 











として考えられることは以下の 2 点である． 






































































































































































































































 判断基準の曖昧さによって引き起こされる倫理的ジレンマには 2 つの視点が考えられる． 


























































BPSD に対するケアについては，2 つの側面が考えられる． 











































































































第 2 章 身体拘束の現状から見る身体拘束の捉え方の検討 
 




































第 2 節．各国における概念の使用方法の違い 











摘されている（Valentine ら：1986，Daskalopoulos ら：2006，Mercurio ら：2006，Yalcinkaya
ら：2006）． 
 



































 年代ごとの論文掲載本数について図 2－1 に示した．1959 年～1989 年までは 15.7％，
1990～1997 年までは 14.3％，2000 年～2009 年までが 34.3％，2010 年～2014 年までは
25.7％であり，2000 年以降に全体の約 6 割の論文が集まっている．2000 年以降の平均掲載
論文数を見てみると，2000 年～2009 年までの平均掲載論文数は 2.7 本，2010 年～2014 年






図 2－1 “Elder Maltreatment”に関する論文掲載数 
 
3．雑誌別にみる論文掲載本数 
70 本の雑誌別の掲載本数について表 2－2 に示した．“Journal of Elder Abuse and 
Neglect”が 14 本（19.7％）と最も多く，続いて，“Journal of Aggression, Maltreatment 
& Trauma”が 9 本（12.7％），“Journal of Gerontological Social Work”が 6 本（8.5％）
であった． 
上位 3 誌の年代別本数の傾向を見てみると，“Journal of Elder Abuse and Neglect”に関
しては 1990 年代に入り，掲載本数が増え続けている傾向にあり，近年では，“Journal of 
Aggression, Maltreatment & Trauma”においても，掲載本数が増えてきている傾向にあ
る． 
 





が 5 本（7.1％），カナダ，インドが 1 本（1.4％）であった．発行国として多かったアメリ
カでの年代別の掲載本数については表 2－3 に示した通りである． 
1958 年～2004 年では，全体の 49.6％を占める 31 本であるに対し，2005 年～2014 年の




1959-1989 1990-1997 2000-2009 2010-2014
Journal of Elder Abuse and Neglect 0 6 6 2
Journal of Aggression, Maltreatment & Trauma 0 1 2 6
Journal of Gerontological Social Work 4 1 1 0
25 
 




 70 本の論文におけるキーワード（Subject Term）の分類について表 2－4 に示した．全
体で 402 語あり，分類の結果，“Elder Abuse”が 42 語（10.4％）と最も多く，続いて，
“Elderly”が 28 語（7.0％），“Caregivers”が 8 語（2.0％）であった． 
年代別に見てみると，1959～1989 年では，41 語あり，“Elder Abuse”が 7 語で最も多か
った．1990～1997 年では，52 語あり，“Elder Abuse”が 10 語で最も多く，続いて“Elderly”
が 3 語，“Black Americans”，“Nursing Homes”，“Social Services”，“Wisconsin”が 2 語
であった．2000～2009 では，135 語であり，“Elder Abuse”が 14 語で最も多く，続いて
“Elderly”が 9 語，“Caregivers”，“Nursing Homes”，“Perceptions”，“United States of 
America”が 3 語であった．2010 年～2014 年では，174 語であり，“Elderly”が 15 語と












Valentine らは，“Elder Maltreatment”について，Elder Neglect（ケアの不提供，明白






第 5 節．日本における“Elder Maltreatment”の動向と定義 
1．日本における“Elder Maltreatment”の動向 
CiNii Articles にて，“Maltreatment”をキーワードに検索を行った結果，313 本の論文
が検索され，そのうち高齢者虐待に関する論文は，3本であった．また，“Elder Maltreatment”
をキーワードに検索を行った結果，4 本の論文が検索され，そのうち，上記の検索と重複す
る論文を除き，2 本の論文が検索され，合計として 5 本の論文か検索された． 
年数別に掲載論文の傾向を見てみると，2000 年に 1 本，2008 年に 1 本，2010 年に 1 本，




























































 年代ごとの論文掲載本数について図 2－3 に示した，1976～1989 年までは 3.3％，1990
～1999 年までは 26.0％，2000～2009 年までは 40.9％，2010 年～2015 年までは 29.8％
と，2000 年以降に全体の約 7 割近く集まっている． 
2000 年以降の平均掲載論文数を見てみると，2000 年～2009 年までの平均掲載論文数は




図 2－3 “Elder Mistreatment”に関する論文掲載数 
 
3．雑誌別にみる論文掲載本数 
215 本の雑誌別の掲載本数について表 2－5 に示した．“Journal of Elder Abuse and 
Neglect”が 99 本（46.0％）と最も多く，続いて，“The Gerontologist”が 21 本（9.8％），
“Journal of Gerontological Social Work”が 11 本（5.1％）であった．上位 3 誌の年代別
本数の傾向を見てみると，“Journal of Elder Abuse and Neglect”に関しては 1990 年代に
入り，掲載本数が増え続けている傾向にあるといえる． 
 
表 2－5 年度別におけるジャーナル掲載本数 
 
 
1976-1989 1990-1999 2000-2009 2010-2015
Journal of Elder Abuse and Neglect 0 32 40 27
Journal of Gerontological Social Work 3 0 7 1





が 17 本（9.2％），オランダが 3 本（1.6％），カナダ，チェコ，ガーナ，ニュージーランド，
南アフリカが 1 本（0.5％）であった．発行国として多かったアメリカでの年代別の掲載本
数について表 2－6 に示した．1976 年～2005 年では，全体の 50.6％を占める 81 本である








1976 1 0.6% 0.6%
1983 1 0.6% 1.2%
1986 3 1.9% 3.1%
1988 0 0.0% 3.1%
1989 1 0.6% 3.7%
1990 4 2.5% 6.2%
1991 3 1.9% 8.1%
1992 1 0.6% 8.7%
1993 1 0.6% 9.4%
1994 3 1.9% 11.2%
1995 8 5.0% 16.2%
1996 4 2.5% 18.7%
1997 6 3.8% 22.5%
1998 5 3.1% 25.6%
1999 6 3.8% 29.4%
2000 4 2.5% 31.9%
2001 5 3.1% 35.0%
2002 3 1.9% 36.9%
2003 6 3.8% 40.6%
2004 5 3.1% 43.7%
2005 11 6.9% 50.6%
2006 9 5.6% 56.2%
2007 11 6.9% 63.1%
2008 3 1.9% 65.0%
2009 13 8.1% 73.1%
2010 6 3.8% 76.9%
2011 13 8.1% 85.0%
2012 11 6.9% 91.9%
2013 6 3.8% 95.6%
2014 5 3.1% 98.7%





 215 本の論文におけるキーワード（Subject Term）について表 2－7 に示した．全体で
1195 語あり，分類の結果，“Elder Abuse”が 131 語（11.0％）と最も多く，続いて，“Elderly”
が 85 語（7.1％），“Intervention”が 23 語（1.9％）であった．年代別に見てみると，1976
～1989 年では，17 語あり，“Elder Abuse”が 2 語で最も多かった．1990～1999 年では，
264 語あり，“Elder Abuse”が 38 語で最も多く，続いて“Adult abuse”が 8 語，“Family 
Violence”が 7 語であった．2000～2009 では，472 語であり，“Elder Abuse”が 67 語，
続いて“Elderly”が 32 語，“Family Violence”10 語であった．2010 年～2015 年では，
439語であり，“Elderly”が48語と最も多く，続いて“Elder Abuse”が24語，“Intervention”








海外における“Elder Mistreatment”の定義については，“Panel to Review Risk and 













Elder Abuse 2 Elder Abuse 38 Elder Abuse 67 Elderly 48
Adult abuse 8 Elderly 32 Elder Abuse 24




















第 7 節．日本における“Elder Mistreatment”の動向と定義 
1．日本における“Elder Mistreatment”の動向 
CiNii Articles にて，“Mistreatment”をキーワードに検索（検索日：2014 年 9 月）を行
った結果，31 本の論文が検索され，そのうち高齢者虐待に関する論文は，21 本であった． 
年数別に掲載論文の傾向を見てみると，2010 年 5 本と最も多く，続いて，2008 年，2011






























切な処遇（Elder Mistreatment）」の試案を図 2－4 ように類型をしている．「不適切な処遇
（Elder Mistreatment）」を上位概念とし，下位概念に「虐待」（Abuse），「介護等の日常生
活上の世話の放棄，拒否，怠慢」（Neglect），「その他」（all other types）の 3 つを位置づけ
ている．また各下位概念の分類については，「虐待」（Abuse）には，「身体的虐待（physical 



















図 2－5 「高齢者への不適切な処遇（Elder Mistreatment）」の試案 
（出典：武田卓也「『不適切な処遇』の概念枠組みに関する基礎的研究」「桃山学院大学社会






















































































 第 2 に，「高齢者虐待に対する肯定論」である．「高齢者虐待に対する肯定論」について山
































































下の 3 点が考えられる． 































































表 2－8 「非意図的虐待行為」に該当する拘束行為一覧 
 
 









































































































第 3 章 介護現場における「緊急やむを得ない」身体拘束行為に対する意識と問題点 
 










































































































を感じているのかを明らかにすることを 4 つ目の調査目的とする． 
 
第 3 節．方法 
1．調査の対象と方法 


































































第 4 節．結果 
1．対象者の属性 
調査対象者の属性については表 3－2 に示した通りである．対象者の性別は，男性 54 名
（41.9％），女性 75 名（58.1％）であった．年齢は，30 代，40 代が 38 名（29.5％）で一
番多かった．所有資格では，介護福祉士が 84 名（50.0％）で一番多く，続いて，ホームヘ
ルパー2 級が 51 名（30.4％），介護支援専門員が 14 名（8.3％）であった．職種については，
一般介護職が 101 名（78.9％）で一番多く，続いて，主任等介護職が 12 名（9.4％），相談
援助職，看護職，その他が 5 名（3.9％）であった．経験年数については，10 年以上が 53
名（41.7％）で一番多く，続いて 7 年以上 10 年未満が 30 名（23.6％），5 年以上 7 年未満
が 14 名（11.0％）であった．身体拘束に関する研修会の参加経験の有無については，「参加
したことがある」が 88 名（68.8％），「参加したことない」が 40 名（31.3％）であった．勤
務形態については，「常勤職員」が 91 名（72.2％），「非常勤職員」が 35 名（27.8％）であ
った． 
 


































































る意識を比較した結果を表 3－4 に示す． 




=17.2 df=4 p<.01)の 2 つ行為に有意差が見られ，研修会に参加した経験がない職員は，参
加経験のある職員に比べ，必要な行為であるという考えが強いという結果であった． 
 必要な行為ではないという意識が高かった 8 つの行為について見てみると，経験年数で
は，「掻きむしり等防止のため，腹帯を利用する」（X²=19.4 df=8 p<.05）の行為に有意差が

















































































































5年未満 26.7% 10.0% 16.7% 10.0% 36.7% 30
5年以上10年未満 29.5% 11.4% 34.1% 13.6% 11.4% 44
10年以上 25.5% 9.8% 41.2% 19.6% 3.9% 51









参加したことがある 6.9% 5.7% 14.9% 28.7% 43.7% 87
参加したことない 2.6% 2.6% 0.0% 13.2% 81.6% 38









参加したことがある 16.1% 11.5% 25.3% 27.6% 19.5% 87
参加したことない 5.3% 5.3% 7.9% 28.9% 52.6% 38









参加したことがある 31.8% 11.4% 33.0% 17.0% 6.8% 88
参加したことない 15.8% 7.9% 34.2% 10.5% 31.6% 38









参加したことがある 48.3% 13.8% 23.0% 12.6% 2.3% 87
参加したことない 26.3% 13.2% 21.1% 23.7% 15.8% 38









常勤職員 51.1% 12.2% 22.2% 13.3% 1.1% 90
非常勤職員 20.6% 17.6% 20.6% 23.5% 17.6% 34









常勤職員 75.6% 15.6% 4.4% 4.4% 0.0% 90
非常勤職員 58.8% 14.7% 20.6% 2.9% 2.9% 34









常勤職員 54.4% 12.2% 16.7% 14.4% 2.2% 90
非常勤職員 20.6% 20.6% 32.4% 11.8% 14.7% 34













































持っていない 15.4% 15.4% 25.6% 35.9% 7.7% 39
持っている 30.5% 20.7% 24.4% 11.0% 13.4% 82









持っていない 56.4% 17.9% 20.5% 2.6% 2.6% 39
持っている 74.4% 17.1% 3.7% 4.9% 0.0% 82









持っていない 11.4% 14.3% 24.3% 30.0% 20.0% 70
持っている 16.0% 2.0% 14.0% 28.0% 40.0% 50









該当しない 15.6% 9.8% 16.4% 40.2% 18.0% 122
該当する 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2









該当しない 7.6% 1.7% 18.5% 26.1% 46.2% 119
該当する 0.0% 20.0% 40.0% 0.0% 40.0% 5















































経験年数，研修会参加経験の有無，勤務体制で比較した結果について，表 3－7 に示す． 

























































































1 利用者の生命の危険から守るため 1.6 0.8 11.6 35.7 50.4 129
2 身体拘束以外に利用者の安全を確保する方法がない為 6.2 9.3 30.2 31.8 22.5 129
3 身体拘束を一時的に行う事で利用者の安全を確保するため 7.0 7.0 36.7 32.0 17.2 128
4 身体拘束をすること対する利用者家族の強い要望に対応するため 21.1 14.8 50.0 12.5 1.6 128
5 マンパワー不足により利用者の見守りに限界であるため 49.2 18.8 26.6 4.7 0.8 128
6 身体拘束に対する知識を身に付けている職員が少ないため 66.4 14.8 12.5 2.3 3.9 128
7 身体拘束以外の介護方法を身に付けている職員が少ないため 71.9 13.3 11.7 0.0 3.1 128
8 身体拘束を行わなければならない人員環境であるため 59.5 18.3 15.9 5.6 0.8 126
9 利用者の自傷行為や他者への暴力を回避させるため 21.3 7.1 33.1 29.9 8.7 127
10 利用者からの暴力からくる危険性から職員自身の安全を確保するため 37.3 17.5 30.2 11.1 4.0 126
11 利用者家族からの責任追及を回避するため 59.8 16.5 20.5 3.1 0.0 127
12 利用者家族からの拘束の要望に応えるため 35.4 19.7 40.9 3.1 0.8 127
13 職員のストレスを軽減させるため 75.8 12.5 10.9 0.8 0.0 128
14 治療を円滑に行うため 24.2 9.4 41.4 21.9 3.1 128









5年未満 3.3% 6.7% 53.3% 20.0% 16.7% 30
5年以上10年未満 4.5% 15.9% 29.5% 29.5% 20.5% 44
10年以上 9.4% 5.7% 17.0% 39.6% 28.3% 53









5年未満 20.0% 13.3% 63.3% 3.3% 0.0% 30
5年以上10年未満 18.2% 25.0% 47.7% 4.5% 4.5% 44
10年以上 23.1% 7.7% 44.2% 25.0% 0.0% 52









参加したことがある 37.9% 20.7% 40.2% 0.0% 1.1% 87
参加したことない 30.8% 17.9% 41.0% 10.3% 0.0% 39









常勤職員 1.1% 0.0% 7.7% 33.0% 58.2% 91
非常勤職員 2.9% 2.9% 22.9% 37.1% 34.3% 35









常勤職員 26.4% 16.5% 47.3% 9.9% 0.0% 91
非常勤職員 8.8% 8.8% 58.8% 17.6% 5.9% 34









常勤職員 39.6% 19.8% 39.6% 0.0% 1.1% 91
非常勤職員 24.2% 18.2% 45.5% 12.1% 0.0% 33






















要望に応えるため X²=9.86 df=4 p<.05
52 
 











持っていない 5.1% 0.0% 17.9% 43.6% 33.3% 39
持っている 0.0% 1.2% 8.3% 31.0% 59.5% 84









持っていない 55.3% 28.9% 15.8% 0.0% 0.0% 38
持っている 73.8% 9.5% 8.3% 2.4% 6.0% 84









持っていない 63.2% 23.7% 13.2% 0.0% 38
持っている 78.6% 8.3% 8.3% 4.8% 84









持っていない 18.9% 8.1% 48.6% 16.2% 8.1% 37
持っている 31.0% 19.0% 35.7% 14.3% 0.0% 84






持っていない 60.7% 17.8% 20.6% 0.9% 107
持っている 57.1% 7.1% 14.3% 21.4% 14









持っていない 19.4% 8.3% 52.8% 18.1% 1.4% 72
持っている 24.0% 26.0% 42.0% 6.0% 2.0% 50









持っていない 62.5% 9.7% 22.2% 4.2% 1.4% 72
持っている 60.4% 31.3% 6.3% 2.1% 0.0% 48









持っていない 23.3% 6.0% 34.5% 27.6% 8.6% 116
持っている 0.0% 40.0% 0.0% 40.0% 20.0% 5









該当しない 22.4% 7.8% 33.6% 29.3% 6.9% 116
該当する 20.0% 0.0% 20.0% 0.0% 60.0% 5









持っていない 70.1% 16.2% 7.7% 1.7% 4.3% 117
持っている 20.0% 0.0% 80.0% 0.0% 0.0% 5









持っていない 75.2% 13.7% 7.7% 3.4% 117
持っている 40.0% 0.0% 60.0% 0.0% 5






該当しない 60.7% 16.4% 20.5% 2.5% 122
該当する 50.0% 0.0% 0.0% 50.0% 2









該当しない 21.0% 6.7% 33.6% 31.9% 6.7% 119
該当する 20.0% 0.0% 20.0% 0.0% 60.0% 5









該当しない 68.3% 15.8% 9.2% 2.5% 4.2% 120
該当する 20.0% 0.0% 80.0% 0.0% 0.0% 5









該当しない 73.3% 14.2% 9.2% 3.3% 120
該当する 40.0% 0.0% 60.0% 0.0% 5














を回避するため X²=11.2 df=4 p<.05
介護支援専門員
利用者家族からの責任追
















































 「緊急やむを得ない」身体拘束を行うことによる問題点 12 項目の回答について，信頼性
分析を行った結果，高い数値を示し（α＝0.878），信頼性が確認された． 
 「緊急やむを得ない」を理由として身体拘束を実施することについて，どのような問題点













所有資格，職種別で見た結果については，表 3－11 に示す． 
所有資格別で見てみると，介護福祉士では，「身体拘束することによって利用者の介護度
が上がってしまう」（X²=9.76 df=4 p<.05），「身体拘束することによって介護する側に負担
が増える」（X²=12.6 df=4 p<.05）の 2 つの項目に有意差が見られ，介護福祉士を取得して
いる職員は，取得していない職員に比べ，当てはまらないという考えが強いという結果であ
った．ホームヘルパー2 級では，「身体拘束することによって利用者に精神的な弊害をもた
らす」（X²=11.4 df=4 p<.05），「身体拘束することによって利用者の ADL が低下してしま






















































































どちらともいえない やや当てはまる 当てはまる 合計
5年未満 10.0% 20.0% 50.0% 3.3% 16.7% 30
5年以上10年未満 31.8% 6.8% 36.4% 9.1% 15.9% 44
10年以上 18.9% 24.5% 20.8% 15.1% 20.8% 53
合計 27 22 42 13 23 127
あまり当てはまら
ない
どちらともいえない やや当てはまる 当てはまる 合計
常勤職員 1.1% 14.3% 13.2% 71.4% 91
非常勤職員 0.0% 28.6% 28.6% 42.9% 35



















どちらともいえない やや当てはまる 当てはまる 合計
持っていない 0.0% 2.6% 31.6% 23.7% 42.1% 38
持っている 9.5% 4.8% 11.9% 26.2% 47.6% 84




どちらともいえない やや当てはまる 当てはまる 合計
持っていない 7.7% 28.2% 43.6% 5.1% 15.4% 39
持っている 26.2% 11.9% 27.4% 13.1% 21.4% 84




どちらともいえない やや当てはまる 当てはまる 合計
持っていない 2.8% 0.0% 4.2% 11.1% 81.9% 72
持っている 2.0% 2.0% 0.0% 32.0% 64.0% 50




どちらともいえない やや当てはまる 当てはまる 合計
持っていない 2.8% 0.0% 5.6% 26.4% 65.3% 72
持っている 0.0% 3.9% 19.6% 15.7% 60.8% 51




どちらともいえない やや当てはまる 当てはまる 合計
持っていない 12.5% 1.4% 19.4% 18.1% 48.6% 72
持っている 0.0% 11.8% 41.2% 15.7% 31.4% 51
合計 9 7 35 21 51 123
あまり当てはまら
ない
どちらともいえない やや当てはまる 当てはまる 合計
該当しない 4.0% 16.0% 4.0% 76.0% 25
該当する 0.0% 19.8% 21.8% 58.4% 101
合計 1 24 23 78 126
あまり当てはまら
ない
どちらともいえない やや当てはまる 当てはまる 合計
該当しない 0.0% 20.2% 20.2% 59.6% 114
該当する 8.3% 8.3% 0.0% 83.3% 12





















































































































































































.250** 0.08 .216* 0.10 0.05 0.11 -0.08 -0.10 0.08 0.10 0.00 -0.07 0.09
点滴・経管栄養等のチューブを抜かないように、腹
巻等で腹部を覆う。
0.12 -0.01 0.04 0.07 .212* .217* 0.17 0.15 .230* 0.07 0.03 0.11 0.10
皮膚を掻きむしらないように、手指が動くように配
慮し、綿の手袋や軍手を使用する。
0.15 0.07 0.11 .270** 0.20 0.19 0.05 0.08 .248** .236** 0.10 0.13 0.19
椅子からのずり落ち防止のため、滑り止めマットを
使用する。
.237** .279** .284** 0.09 .284** 0.16 0.04 0.05 0.04 0.10 0.04 0.10 0.06
夜間時に徘徊行為が見られる利用者に対し、夜
間対応としてセンサーマットを使用する。




















































































































-.034 -.015 -.133 .061 -.067 -.026 .084 -.072 -.070 -.090 -.136 -.054
点滴・経管栄養等のチューブを抜かないように、腹
巻等で腹部を覆う
-.156 -.147 -.162 -.109 -.161 -.168 -.020 -.119 .001 -.028 -.076 -.168
皮膚を掻きむしらないように、手指が動くように配慮
し、綿の手袋や軍手を使用する
-.129 -.071 -.203* -.113 -.132 -.152 -.013 -.234** -.133 -.113 -.207* -.137
椅子からのずり落ち防止のため、滑り止めマットを
使用する
-.078 -.053 -.179* -.002 -.082 -.028 .027 .026 .000 .031 -.129 -.178*
夜間時に徘徊行為が見られる利用者に対し、夜間
対応としてセンサーマットを使用する













































































































利用者の生命の危険から守るため 0.07 0.14 -0.03 -0.02 0.08 .181* 0.09 0.03 -0.07 0.15 0.12
身体拘束以外に利用者の安全を
確保する方法がない為
.442** 0.04 0.03 0.02 0.07 0.06 .218* 0.14 -0.03 0.12 0.01 0.03
身体拘束を一時的に行う事で利用
者の安全を確保するため
.367** .647** 0.16 0.11 0.09 0.11 0.12 .330** .224* 0.03 0.07 0.17 .197*
利用者の自傷行為や他者への暴
力を回避させるため




 「緊急やむを得ない」として身体拘束を行う場合に，重要な理由と考えられている 4 項目
と，「緊急やむを得ない」として身体拘束を行った際に問題点として考えられている 11 項




























































































































































































0.0 0.0 4.7 24.0 71.3 129
62 
 



































発・報告書」では，身体拘束と例外 3 原則との関係について（回答数：17,676 施設），介護



























































































































































れるため」を理由として身体拘束を行った 83.7％の患者は例外 3 原則に該当しているとい
う結果が明らかになっている．「他傷行為をする恐れがあるため」を理由として身体拘束を 















































































































































第 4 章 社会福祉士の「緊急やむを得ない」身体拘束行為に対する認識と問題点 
 
第 1 節．本章の背景・目的 

















































































第 3 節．方法 
1．調査の対象と方法 
 対象は，日本社会福祉士会に加入している会員 100 名を無作為抽出法にて抽出した． 
調査は，東洋大学大学院研究倫理委員会の承認の下，実施し，対象者に対し調査票を郵送
し，無記名自記式で回答を求めた．調査期間は，2015 年 2 月～3 月で，回答は，社会福祉
士会会員 33 名（33.0%）から得られた． 
 
2．調査内容 














































第 4 節．結果 
1．対象者の属性 
調査対象者の属性については表 4－2 に示した通りである．対象者の性別は，男性 20 名
（62.5％），女性 12 名（37.5％）であった．年齢は，30 代が 14 名（42.4％）と一番多く，
続いて 30代未満と 40 代（18.6％）であった．所有資格では，介護支援専門員 21 名（42.9％），
介護福祉士 12 名（24.5％），精神保健福祉士 9 名（18.4％）であった．職種では，相談援助
職 18 名（54.5％），ケアマネジャー8 名（24.2％），施設長 5 名（15.2％）であった．介護
の経験年数は，10 年上の職員が全体の 4 割であった．身体拘束に関する研修会の参加の有
無については，回答者のほとんどは参加経験のある職員であった． 
 



























































































































































1 利用者の生命の危険から守るため 3.0 3.0 3.0 27.3 63.6 33
2 身体拘束以外に利用者の安全を確保する方法がない為 12.1 3.0 15.2 36.4 33.3 33
3 身体拘束を一時的に行う事で利用者の安全を確保するため 6.1 3.0 18.2 45.5 27.3 33
4 身体拘束をすること対する利用者家族の強い要望に対応するため 42.4 30.3 24.7 3.0 0.0 33
5 マンパワー不足により利用者の見守りに限界であるため 54.5 27.3 18.0 0.0 0.0 33
6 身体拘束に対する知識を身に付けている職員が少ないため 81.8 12.1 3.0 0.0 3.0 33
7 身体拘束以外の介護方法を身に付けている職員が少ないため 78.8 12.1 6.1 0.0 3.0 33
8 身体拘束を行わなければならない人員環境であるため 60.6 24.2 12.1 3.0 0.0 33
9 利用者の自傷行為や他者への暴力を回避させるため 9.1 18.2 27.3 36.4 9.1 33
10 利用者からの暴力からくる危険性から職員自身の安全を確保するため 21.2 21.2 36.4 18.2 3.0 33
11 利用者家族からの責任追及を回避するため 66.7 27.3 6.1 0.0 0.0 33
12 利用者家族からの拘束の要望に応えるため 63.6 27.3 9.1 0.0 0.0 33
13 職員のストレスを軽減させるため 69.7 21.2 6.1 3.0 0.0 33
14 治療を円滑に行うため 21.2 18.2 33.3 24.2 3.0 33




 「緊急やむを得ない」身体拘束を行うことによる問題点 12 項目の回答について，信頼性
分析を行った結果，高い数値を示し（α＝0.842），信頼性が確認された． 
 「緊急やむを得ない」を理由として身体拘束を実施することで，どのような問題点がある

































































































































































































































るため、ベッドを低くし、センサーマットをつける。 .246 .199 .316 .497
** .114 .322 -.132 -.043 .187 .364* .219 -.059 .009 .488** .301
皮膚を掻きむしらないように、手指が動くように配
慮し、綿の手袋や軍手を使用する。 .578
** .213 .453** .478** .363* .238 .186 .215 .289 .367* .260 .191 .117 .360* .447**
椅子からのずり落ち防止のため、滑り止めマットを
使用する。 .262 .166 .168 .337 .234 .252 .213 .270 .440
* .445** .181 .028 .220 .200 .381*
夜間時に徘徊行為が見られる利用者に対し、夜間
対応としてセンサーマットを使用する。 .183 .361




















































































































-.348* -.291 -.196 -.093 -.338 -.307 -.133 -.179 -.309 -.497** -.316 -.237
皮膚を掻きむしらないように、手指が動くように配
慮し、綿の手袋や軍手を使用する。 -.079 .006 .111 .155 -.128 .129 -.121 -.098 -.221 -.132 -.248 -.160
椅子からのずり落ち防止のため、滑り止めマット
を使用する。 -.070 .010 -.142 -.234 -.114 -.039 -.019 -.054 -.043 -.204 -.168 -.184
夜間時に徘徊行為が見られる利用者に対し、夜





















































































































































利用者の生命の危険から守るため .403* .232 .142 .176 .295 .504** .278 .159 .117 .361* .540**
身体拘束以外に利用者の安全を
確保する方法がないため
.606** .162 .248 .161 .109 .220 .406* .124 -.194 .077 .219 .064
身体拘束を一時的に行う事で利用
者の安全を確保するため
.759** .786** .177 .157 .019 .028 .102 .527** .095 -.120 .044 .367* .305
利用者の自傷行為や他者への暴
力を回避させるため




 「緊急やむを得ない」身体拘束を行う際，重要な理由であると考えられる 4 項目と，「緊
急やむを得ない」として身体拘束をした際に問題点として当てはまると考えられる 12 項目







































































































利用者の生命の危険から守るため .022 -.032 -.015 .367* -.020 .034 -.107 .028 -.100 -.208 -.071 -.227
身体拘束以外に利用者の安全を確保
する方法がないため
.026 -.022 .133 .208 .132 .162 .065 .135 .178 .125 .005 -.133
身体拘束を一時的に行う事で利用者の
安全を確保するため
.046 -.032 .116 .376* .006 .138 -.057 .010 -.062 -.066 -.062 -.104
利用者の自傷行為や他者への暴力を
回避させるため

































































0.0 0.0 0.0 9.1 90.9 33
85 
 















































































することが，利用者の ADL の低下させてしまうと考えていることが明らかになった． 
































































































































































































































































第 5 章 研修会参加職員の意識変化から見る身体拘束廃止研修事業の効果と課題 
 



























第 2 節．調査内容 
1．対象・方法 
 本調査は，平成 25 年度に X 県が主催して行われた身体拘束廃止に関する研修会に参加し
ていた 12 施設の施設職員を対象とした． 
X 県では，平成 18 年度より，施設内において指導的立場の職員が中心となり，施設単位
で身体拘束廃止に取り組む必要があることから，県内における身体拘束廃止に取り組む中
核的施設を養成し，実践的な取り組みを行うことを目的に研修事業を展開しており，平成 28
年 4 月 1 日現在では，75 施設が中核的施設として，身体拘束廃止の取り組みを実践してい
る．このことから，X 県では，身体拘束廃止に関する研修事業を継続的に実施し，身体拘束
廃止の取り組みを推進していると判断したため調査対象とした． 
 本調査は，研修会開始前と修了後の 2 回に分けて実施した．研修会開始前の調査は 2013
94 
 




 分析対象は，研修会前に回答していただいた職員 31 名，研修会修了後に回答していた






考とする．「カークパトリックの 4 段階評価」とは，レベル 1：Reaction（研修参加者の満
足度），レベル 2：Learning（研修参加者の学習到達度），レベル 3：Behavior（研修参加






































図 5－1 研修会前後での緊急やむを得ない身体拘束に対する意識の変化（職種別） 
 
 




































































































回答した理由を自由記述で質問した結果を表 5－3 に示した． 
「期待したものではなかった」と回答した理由については，【自施設と他施設との認識の違































表 5－2 研修会各プログラムに対する評価 
 
 

















































































































































第 4 節．考察 










































して，以下の 3 点が考えられる． 




























































































































第 6 章 研修会修了後の施設から見る身体拘束廃止研修事業の効果と施設の役割 
 
第 1 節．本章の背景・目的 


















第 2 節．調査内容 
1．調査対象 
 本調査では，平成 25 年度 X 県身体拘束廃止に関する研修会に参加した 12 施設のうち，
調査協力を得られた 5 施設 18 名の職員を対象とした．調査対象者の概要については表 6－
1 に示した通りである． 
 




























調査は 2014 年 11 月～2015 年 1 月の期間に実施した．データの収集は，インタビューを
構造化面接にて実施した．インタビューガイドについては表 6－2 に示した通りである．イ
ンタビューは 1 名につき，約 20 分程度である． 
 













 研修会評価を実証するための枠組みとして，「カークパトリックの 4 段階評価」を参考
とする．「カークパトリックの 4 段階評価」とは，レベル 1：Reaction（研修参加者の満足
度），レベル 2：Learning（研修参加者の学習到達度），レベル 3：Behavior（研修参加者
の行動変容），レベル 4：Results（研修後の成果）の 4 段階に分け，プログラム評価を行
っていくものである． 























記した同意書 2 部に署名と捺印をいただき，お互いに控えを持つこととした． 
 
第 3 節．結果 
1．研修会に参加したことによる認知症ケアの変化 
 研修会に参加したことよって，認知症ケアがどのように変化したかについては，【認知症



















































































































































































































































































































第 4 節．考察 
1．インタビュー調査から見る研修会の効果 






































































































































































第 7 章 総合的考察 
第 1 節．各章の要約 
 序章では，本論文の研究背景，目的，研究枠組み，意義，各章の概要について記述した． 












































































第 5 章では，平成 25 年度に X 県が主催して行われた身体拘束廃止に関する研修会に参加























第 6 章では，平成 25 年度に X 県が主催して行われた身体拘束廃止に関する研修会に参加





























第 2 節．現在の介護現場における身体拘束の捉え方 
 第 2 章において検討した身体拘束行為の捉え方の枠組みを，第 3 章から第 6 章までの実















「例外 3 原則」を基準とした「緊急やむを得ない」身体拘束への対応である． 



















の啓発・報告書」では，身体拘束と例外 3 原則との関係について（回答数：17,676 施設），









 介護現場において「非意図的虐待行為」に該当する行為については，次の 2 つの行為が考
えられる． 
 第 1 の行為は，「センサーマットの過剰使用」である．センサーマットを使用することに












































































































































































































 第 3 の要件として考えられるのは，「利用者自身や他の利用者，介護者に対して危害が及
ぶ行為が見られた時」である． 


















暴力行為や自傷行為は，認知症の行動・心理症状いわゆる BPSD の症状の 1 つである．










第 4 節．介護現場における「緊急やむを得ない」身体拘束廃止に向けた取り組みへの視座 
1．「緊急やむを得ない」としても身体拘束をしているという認識の必要性 

































































 第 2 に必要なこととして考えられるのは，利用者を尊重した「例外 3 原則」への判断基
準の検討である．上記でも述べたように，「緊急やむを得ない」身体拘束を実施する場合に
は，法律上，切迫性，非代替性，一時性という「例外 3 原則」に該当することが法律上規定














利用者の自己決定によって「例外 3 原則」の必要性を判断する場合，次の 2 つの根拠を
もとに判断する必要があると考えられる． 





























































の症状による行動・心理症状すなわち BPSD の症状に対する理解である．第 1 章において，
介護現場における認知症ケアの未確立，特に BPSD の症状に対するケアが確立されていな
いという問題が，身体拘束をやむを得ずして行わなければならない背景の一つとなってい









BPSD の症状を理解する上で重要なこととして考えられることは次の 2 点である． 
第 1 に，BPSD の症状による行動の理解である． 
134 
 





















第 2 に，BPSD の発症の原因は，介護する立場の人にも原因があるということである． 
























次に，BPSD の症状に対応するためのスキルとして，重要なものは以下の 2 点が考えら
れる． 

















































































































































































































第 1 節．介護現場における身体拘束の捉え方の枠組みの構図 
















この 2 つの軸によって作られた 4 つの象限の類型として，「例外 3 原則に基づく判断基
準」（第 1 象限），「個の尊厳の尊重」（第 2 象限），「非意図的虐待行為」（第 3 象限），「11 の

























第 2 節 各象限の説明 
1．「例外 3 原則に基づく判断基準」（第 1 象限） 
 第 1 象限は，「緊急やむを得ない」として身体拘束を行うための「行政レベル」の判断と





















































3．「非意図的虐待行為」（第 3 象限） 





























4．「11 の具体的禁止行為」（第 4 象限） 
第 4 象限は，違法性の身体拘束に対する「行政レベル」の判断として，「11 の具体的禁止
行為」と設定する． 
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[問 1] 該当する性別の番号を○で囲んでください。 
 
1． 男性   2．女性 
 
[問 2] あなたの年齢を○で囲んでください。 
 
1．30代未満  2. 30代  3．40代  4．50代  5．60代以上 
 
[問 3] あなたが持っている資格の該当する番号すべてを○で囲んでください。 
 
1．介護福祉士   2．精神保健福祉士  3．介護支援専門員  4．ホームヘルパー1級  
 
5．ホームヘルパー2級  6．保健師  7．その他[           ] 
 
[問 4] あなたの職種について該当する番号すべてを○で囲んでください。 
 
1．相談援助職  2．ケアマネジャー  3．一般介護職  4．主任等介護職 
 
5．施設長  6．研究職  7．その他[                                  ] 
 
[問 5] 介護の仕事に携わっている年数の番号を○で囲んでください。 
 
1．1年未満  2．1年以上 3年未満  3．3年以上 5年未満 
 
4．5年以上 7年未満  5．7年以上 10年未満 6．10年以上 
 
[問 6] 社会福祉士を取得した年度について，下記の空欄にお書きください。 
（西暦でお願いします） 
 










２ 身体拘束について以下の各問（問 8～15）に回答してください 
 
















8．その他（                  ） 
 
[問 9]  あなたが中心として関わっている介護施設の利用者数はどのぐらいでしょう
か。  
 
    （       ）名 
 














































































1 2 3 4 5


















































































































1 利用者の生命の危険から守るため 1 2 3 4 5




















1 2 3 4 5
8 身体拘束を行わなければならない人員環境であるため 1 2 3 4 5




1 2 3 4 5
11 利用者家族からの責任追及を回避するため 1 2 3 4 5
12 利用者家族からの拘束の要望に応えるため 1 2 3 4 5
13 職員のストレスを軽減させるため 1 2 3 4 5
14 治療を円滑に行うため 1 2 3 4 5























































1 2 3 4 5
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[問 1] 該当する性別の番号を○で囲んでください。 
 
1． 男性   2．女性 
 
[問 2] あなたの年齢を○で囲んでください。 
 
1．30代未満  2. 30代  3．40代  4．50代  5．60代以上 
 
[問 3] あなたが持っている資格の該当する番号すべてを○で囲んでください。 
 
1.社会福祉士 2．介護福祉士 3．精神保健福祉士  4．介護支援専門員  
5．ホームヘルパー1級  6．ホームヘルパー2級  7．介護職員初任者研修修了者  
8．保健師  9．その他〔      〕 
 
[問 4] あなたの職種について該当する番号すべてを○で囲んでください。 
 
1．相談援助職  2．ケアマネジャー  3．一般介護職  4．主任等介護職 
5．施設長  6．その他〔               〕 
 
[問 5] あなたが加入している団体にすべてを○で囲んでください。 
 
1．社会福祉士会 2．介護福祉士会 3．精神保健福祉士協会  
4．介護支援専門員協会 5．その他〔               〕  
6 .加入していない 
 
[問 6] 介護の仕事に携わっている年数の番号を○で囲んでください。 
 
1．1年未満  2．1年以上 3年未満  3．3年以上 5年未満 
4．5年以上 7年未満  5．7年以上 10年未満 6．10年以上 
 
[問 7] 勤務形態について、該当する番号を○で囲んでください。 
 





1．参加したことがある   2．参加したことはない 
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２ 身体拘束について以下の各問（問 9～16）に回答してください 
 
















8．その他（                  ） 
 
[問 10]  あなたが中心として関わっている介護施設の利用者数はどのぐらいでしょ
うか。  
 
    （       ）名 
 














































































1 2 3 4 5


















































































































1 利用者の生命の危険から守るため 1 2 3 4 5




















1 2 3 4 5
8 身体拘束を行わなければならない人員環境であるため 1 2 3 4 5




1 2 3 4 5
11 利用者家族からの責任追及を回避するため 1 2 3 4 5
12 利用者家族からの拘束の要望に応えるため 1 2 3 4 5
13 職員のストレスを軽減させるため 1 2 3 4 5
14 治療を円滑に行うため 1 2 3 4 5























































1 2 3 4 5


































































  質問は以上になります。ご協力ありがとうございました。 
